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研究成果の概要（和文）：　本研究は、これまでの，契約化に伴う一般的な問題を想定し，それに対応するため
の手法を単独で用いて問題解決策を構想するというアプローチとは異なり、すでに発生している個別具体的な問
題状況を把握し、分類した上で、これを法横断的な観点から解決する手法の確立を目指した。その結果、契約と
いう私的自治の手法を用いる社会福利用関係においては当事者自治に委ねる事に一定の限界があり、それゆえ、
当事者自治を損ねない手法によるソフトランディング、かつ、一定の実効性を有する行政介入が依然として必要
であること、ならびに、営利を目的としない事業主体を中心に，サービス提供体制を整備していく必要性がある
ことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this research, I aimed to establish a method to solve actual problem 
situation of social welfare service from a cross-sectional perspective.
As a result, it became clear that there was a certain limit in leaving it to the parties. Therefore,
 it is still necessary to intervene by a method that does not impair the autonomy of the party, and 
it became clear that it is important to develop a service provision system centered on Non-profit 
corporation.

研究分野： 社会保障法

キーワード： 社会福祉サービス　当事者間関係
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
社会福祉サービスの領域では、1990 年代後
半よりサービスの利用関係に当事者自治の
仕組みである契約方式が導入され、現在に至
っている。契約方式の導入に際しては、福祉
サービス供給量の相対的な不足により、需要
と供給のバランスが不均衡であり続けてい
ること、あるいは、利用者の生活に必需のサ
ービスであるという福祉サービスの特性に
より、その利用関係が当事者対等を前提とす
る一般的な契約関係と同一視することが困
難であることが指摘されてきた。したがって、
このような方式の導入に際しては、当事者間、
とりわけ利用者に何らかの問題が生じるの
を回避し、あるいは、問題が生じた場合は簡
易迅速な解決が可能になるような施策が同
時に整備されてきた（ex,社会福祉協議会によ
る福祉サービス利用援助事業（社会福祉法 2 
条 3 項第 12 号、介護保険制度における国民
健康保険団体連合会による指導・助言（介護
保険法 176 条））。とはいえ、これらによって
も問題の解決が困難である場合、契約を前提
とする当事者間の問題解決は最終的には一
般的な民事法的手法にのっとり、司法救済に
委ねられることになる。しかしながら、先述
したように、一般の契約関係とは異なる特質
を有する福祉サービスの利用関係において
は、民事的な法理やこれまで形成されてきた
法解釈を用いた解決手法によっては妥当な
結論を導きだすことが困難な場合があり、そ
れゆえ、契約制の導入に際しては法律学の分
野から、主として、民事法的なアプローチを
用いて当事者自治を修正し、利用者保護に資
する妥当な解決を導きだすための新たな法
理論や政策手法を形成する必要性が指摘さ
れ、具体的な法理論も提示されてきた（たと
えば、新井誠他編『福祉契約と利用者の権利
擁護』（日本加除出版 2006 年）、岩村正彦「社
会福祉サービス利用契約の締結過程をめぐ
る法的論点」季刊・社会保障研究 35 巻 3 号
（1999 年）、内田貴『制度的契約論』（羽鳥
書店 2010 年）等）。ただし、これらの先例 
的研究においては、その実施時期が契約化導
入の過渡期と重なったこともあり、必ずしも
個別具体的な問題状況を前提として議論を
展開するまでには至っていない状況があっ
た。また、一口に契約化と 
いっても、その態様は福祉サービス類型ごと
に様々であり、さらに、保育サービスのよう
に、認定こども園制度のような新たな施策の
展開に伴い、同じ児童福祉サービスであるに
もかかわらず、提供主体の違いによって利用
者ごとに利用関係が異なるというように、契
約類型が多元化、複雑化する状況も生じてお
り、これらを網羅的に把握し類型化した上で
の検討は、未だ十分には行われていない状況
があった。 
 
２．研究の目的 
上記の点から、本研究では、これまでの先例

的研究における、契約化に伴い生じ得る一般
的な問題を想定し、それに対応するために、
法律学あるいは福祉実務の手法を単独で用
いることで問題解決策を構想していくとい
うアプローチとは異なり、まず初めに、現行
法上の福祉サービスの利用関係に基づいて、
すでに発生している個別具体的な問題状況
を把握し、これらを各福祉サービスに類型化
したうえで、すでに提示されている民事法的
アプローチのみならず、行政法的アプローチ
や、社会福祉における実務的な解決手法の当
該問題への適用可能性、問題解決の実効性を
検討、分析し、さらには、法律学および福祉
実務からなる複眼的な視点に基づく相互補
完的な解決手法の可能性を、体系的かつ横断
的に検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究は研究代表者が単独で行う研究であ
り、研究期間は３年を予定している。 
研究スタイルは、実態調査と実務家との意見
交換や裁判例による情報収集とその分析、な
らびに、国内法政策研究を併用するものであ
る。その主軸は、社会福祉サービスの苦情解
決窓口となっている、社会福祉協議会、ある
いは、国民健康保険団体連合会へのアンケー
ト調査、および、聞き取り調査による利用者
の問題状況の収集、分析、ならびに、裁判例、
および、各種文献（学術論文・報告書）の収
集、分析である。あわせて、該当機関の職員
との合同研究会を通じた意見交換、事例検討
を行うことも予定している。 
 
４．研究成果 
 
（１）2016 年度は、福祉サービスの利用関係
における実際の問題点を把握するため、サー
ビス提供事業者のヒアリング調査を実施し
た。同時に、供給主体に焦点を当てて、事業
者が適正に福祉サービスを供給できる体制
の条件整備について考察を行い、その成果は、
後述する 2本の論文の中で、公表を行い、同
時に、研究会の場で口頭報告もしている。 
 より具体的には、当初の研究計画で掲げて
いる現行法の福祉サービスの利用関係にお
いて，事業者と利用者の間に生じている問題
を正確に把握し，これを福祉サービスの類型
毎に整理する作業に着手した。とりわけ、
2016 年度は 1990 年代後半から現在に至るま
でに出されている、福祉サービスの利用関係
に関わる裁判例を収集、分析し、国民健康保
険団体連合会の相談担当者との意見交換や
情報収集、ならびに、公表されている相談事
例集を収集、分析する事で、実務的な観点に
おける問題状況を把握、分析することが可能
となった。これらと並行して、法律学の領域
で服しサービス載りよう契約において生じ
得る独自の問題に対する解決策を模索する
ために構想されている法理論の分析、および、
検討を実施した。これらの作業を通じて、法



律学及び福祉実務からなる複眼的な視点に
基づく相互補完的な問題解決手法の立論可
能性を、体系的かつ横断的に行うための準備
作業となる資料収集や整理をある程度行う
事ができた。 
 
（２）2017 年度は、前年度から引き続き、主
として収集した文献の分析、ならびに、福祉
行政機関への聞き取り調査、福祉施設への聞
き取り調査を実施し、さらなる資料収集を行
った。その結果、前年度からの資料の分析収
集ともあいまって、契約という私的自治を中
心とする利用関係においては、具体的な契約
内容が多岐にわたる一方で、利用者の制度に
対する理解が不十分であること、それを補う
ような支援体制や意識が、仲介する行政機関、
施設の担当者側に、あるとは言い難い状況が
あること等により、サービスの質の担保を当
事者間関係に委ねる事には一定の限界があ
るという実態が明らかとなった。それにもか
かわらず、我が国の現行法制に基づく制度運
営においては、行政機関による規制が、もっ
ぱら、サービスの最低限の質の保障に限定さ
れており、その結果、それ以外の事由を含む
実質的なサービスの質保障に対しては、不十
分な効果しか有していない。それゆえ、この
ような問題状況を改善するために、利用関係
に対するさらなる行政介入が必要とされて
いるが、当事者自治という意義を損なわない
手法による、新たな規制方式に関しては、我
が国では実際の試みが検討されておらず、そ
の是非も含め，十分な議論の蓄積がないこと
が明らかになった。そこで、2017 年度におい
ては、その手がかりを得るために、福祉サー
ビスが公私の役割分担の下で柔軟に実施さ
れているドイツの福祉サービス利用関係に
関する文献収集を新たに実施し、併せて、現
地の福祉実務家、研究者からの情報収集を行
うため、現地での資料収集を実施した。 
 これらの、研究成果の一部は、2016 年の秋
に行われた社会保障法学会シンポジウムの
報告内容に反映されており、また、2017 年度
に刊行された雑誌論文においても公表され
ている。 
 
（３）これら一連の作業や検討を通じて、最
終的には、利用者へのサービス提供の質を担
保するためには、まずは実際の提供者である
事業者、とりわけ、営利を目的としない NPO
のような主体をいかにサービス提供体制の
中で主たるいない手として位置づけ、支援し
ていくかという視点が大きな意義を有する
のではないかという結論に至った。 
 すなわち、介護保険制度、ならびに、障害
者福祉制度上、サービス提供主体は、一定の
法定基準を充たした上で、原則として、「指
定」という行政処分を経ることで法定サービ
スの供給を実施できることになっている。こ
の仕組みにより、少なくとも行政との関係上
は、いずれの供給主体においても、人員配置

や運営基準といった点につき、同水準のサー
ビス供給を行うことが義務づけられている。
しかし「指定」は、事業者と利用者との間ま
で規律するものではない。それゆえ、利用者
に供給される個別具体的なサービスの質、あ
るいは、そもそも利用者が当該事業者のサー
ビスを利用できるかといった事柄は、必然的
に当事者間に委ねられざるを得ない。この様
な仕組みを前提として、サービス供給主体の
性質や制度における位置づけを利用者と関
連づけて論じることは、筆者の見る限りこれ
までほとんど行われてこなかったように思
われる。しかし、上述してきたように、個々
のサービス供給主体には、設立目的（ex,営
利か非営利か）や、組織に対する行政規制、
政策的優遇の有無等の点で相違がある。それ
にもかかわらず、全ての供給主体と利用者と
の関係を同一ものとして捉えることは、それ
ぞれの供給主体が有する特質や、これを規定
している法制度を蔑ろにし、供給主体が有す
る目的や担うべき役割に見合った評価を行
うことを困難にするものであると言える。し
たがって、供給主体と利用者との関係を考え
るにあたっては、これらについても一定程度
の考慮が必要となるものと思われる。 
 このような理解を具体化できるとすれば、
たとえば、利用者に対する事業者側のサービ
ス提供拒否が生じたような場合において、供
給主体ごとに、正当性が認められる拒否事由
の範囲が異なるような判断が行える可能性
がある。これにより、現時点では利用者にと
って、意味を有しているとは言い難いサービ
ス提供事業者の性質が、利用者との関係にお
いても一定の意義を有する事になるであろ
う。同時に、それぞれの供給主体が担うべき
役割を、より適正に評価できるようになる可
能性が生じるものと思われる。 
 次に、NPO 法人が制度事業と並行して実施
している自主事業に目を向けた場合、以下の
ような指摘が可能であろう。すなわち、現行
制度では，たとえば居宅サービスにおける入
浴、排せつ、食事の介助というように、利用
者の一連の生活の中で生じているニーズが
個別的に切り出され、一定の対価を媒介に、
事業者によるサービスの提供が行われてい
る。この点に着目した場合、制度上、利用者
の生活は断片的に把握され、同時に，個々の
サービスは、もっぱら対価という経済的な尺
度の下でのみ評価されていることになる。こ
のような中で NPO 法人は、定型的な制度サー
ビスを提供するのみならず、それのみでは埋
めることの難しいニーズに対しても、自主事
業として提供するサービスを適宜活用する
ことで対応している場合がある。たとえば、
独居の居宅サービス利用者に対して法定の
生活援助サービス提供し、これに付加する形
で話し相手や見守りといった対応も行う場
合である。 
 これらの対応は、公的サービスの補完とい
う意義を有すると共に、利用者の生活に生じ



ているニーズを間断なく埋めていくことで、
利用者の生活の循環を可能にするという効
果をも有するものである。たとえば、法定の
訪問介護のみでは、話し相手がいないことに
よる利用者の社会性の喪失や孤立化まで防
ぐことは困難であるが、NPO 法人の自主事業
を付加することで、このようなニーズへの対
応も可能となり、その結果、利用者が一定の
社会性を維持しながら地域の中で孤立する
ことなく生活することが可能になるといっ
た場合が想定できる。このような場合、制度
サービスによって断片的に支えられていた
生活が、自主事業の提供により、包括的かつ
一つの流れとして再構成され、利用者の地域
での生活を可能にしていると考える事がで
きる。ここで NPO 法人は、制度サービスの供
給のみならず、経済的な尺度の下では評価を
することが難しい、独自の役割を果たしてい
るといえる。 
 NPO 法人の果たし得る上述のような機能に
ついては、すでに、これを「先駆（Vanguard)」
機能あるいは「社会的機能」と捉え、制度サ
ービスの供給を担いつつも「疑似政府組織」
とはならないNPO法人の存在理由をこれらの
機能に求める理解も示されている。 
このような機能は NPO 法人自体にとって、独
立性や固有性を確保するのみならず、利用者
にとっても制度サービスを利用する以上の
利益をもたらし、さらに、制度自体を改革し
ていく可能性を有しているものと思われる。
たとえば介護保険制度においては、平成 23
年の法改正で、被保険者が住み慣れた地域で
自立した日常生活を送れるようにする施策
の実施規定が新設され（介保 5 条 3 項）、平
成 27 年より、市町村による地域支援事業と
して、日常生活支援が行われることになって
いる（介保 115 条の 45）。この事業では、利
用者の視点に立った柔軟な対応や、既存の枠
組みにとらわれないサービス（ex、要支援者
への配食サービス、見守り等）の提供が目指
されている。この中には、すでに、NPO 法人
の自主事業として提供されてきたサービス
が制度事業として実施されてきたものもあ
る。このことが意味するのは、NPO 法人の自
主的な活動が、介護保険制度上でのサービス
創出につながっていると言うことである。こ
こで NPO 法人は、サービス供給主体として制
度の枠内で運用を担うのみならず、制度自体
を内側から変革する機能をも果たしている
ことになる。このような NPO 法人の機能は、
これまでの民間サービス供給主体において
は、おそらく見られなかった機能であり、新
たな協働関係や社会福祉サービスの供給体
制の形成につながるものといえる。 
  
（４）この間、我が国の社会福祉制度におい
ては、国から市町村への権限委譲が進められ、
同時に、公が支える福祉から、民が支え手と
なる福祉への転換が図られてきた。このよう
な流れは、たとえば、2000 年に社会福祉法上

で「地域福祉の推進」が明文で規定され、そ
の推進主体として「地域住民、社会福祉を目
的とする事業を経営する者及社会福祉に関
する活動を行う者」（4条）が規定されている
事からも明らかである。しかしそこでは、規
定されている個々の「民」の担うべき役割や
位置づけ、あるいは、それらの主体によって
いかなる地域福祉を創出していくべきかに
関わるビジョンが、明確に示されているわけ
ではなかった。とはいえこれまでの流れを鑑
みた場合、地域福祉の推進のために求められ
ているのは、硬直的な制度運用を招きがちな
行政や疑似政府組織ではなく、かといって自
らの利益の獲得を一義的な目的とする営利
事業者でもない。むしろ、柔軟性や機動性を
備えつつ、社会的使命を担うことで公益性の
推進も図ることのできるNPO法人のような担
い手である。それゆえ、地域福祉を推進する
主要なアクターとして、NPO 法人を位置づけ、
その活動をさらに推進していけるような環
境整備や政策的支援ができるかどうかが、我
が国の今後の地域福祉の可能性を左右する
といっても過言ではないように思われる。 
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